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１．2023年３月期第３四半期の連結業績(2022年４月１日～2022年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2023年３月期第３四半期 2,040,417 11.8 116,322 △33.2 111,909 △39.2 66,043 △53.0

2022年３月期第３四半期 1,824,751 18.7 174,056 34.4 184,207 39.2 140,662 75.9
(注)包括利益 2023年３月期第３四半期 147,979百万円(△13.5％) 2022年３月期第３四半期171,044百万円( 120.3％)

,

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭
2023年３月期第３四半期 47.61 －

2022年３月期第３四半期 101.38 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2023年３月期第３四半期 3,698,006 1,817,827 48.3 1,287.36

2022年３月期 3,349,075 1,718,815 50.4 1,216.33
(参考) 自己資本 2023年３月期第３四半期 1,784,376百万円 2022年３月期 1,687,410百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2022年３月期 － 17.00 － 17.00 34.00

2023年３月期 － 18.00 －

2023年３月期(予想) 18.00 36.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 2,737,000 11.2 125,000 △38.3 118,000 △44.4 70,000 △56.8 50.46

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

連結業績予想につきましては、本日公表の「連結業績予想の修正に関するお知らせ」及び「2022年度第３四半期
決算説明資料」をご参照ください。

　　



※ 注記事項(詳細は、【添付資料】８ページ「(４)四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧

　ください。)

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 １社（社名）Bionova Holdings, Inc.

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期３Ｑ 1,393,932,032株 2022年３月期 1,393,932,032株

② 期末自己株式数 2023年３月期３Ｑ 7,862,065株 2022年３月期 6,640,935株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期３Ｑ 1,387,159,926株 2022年３月期３Ｑ 1,387,478,845株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではあ
りません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 244,641 289,326

受取手形、売掛金及び契約資産 434,595 460,910

商品及び製品 252,521 309,271

仕掛品 146,120 173,515

原材料及び貯蔵品 141,608 170,556

その他 117,195 154,089

貸倒引当金 △2,471 △2,578

流動資産合計 1,334,209 1,555,089

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 646,311 663,307

減価償却累計額 △333,966 △344,555

建物及び構築物（純額） 312,344 318,751

機械装置及び運搬具 1,569,782 1,604,883

減価償却累計額 △1,288,462 △1,308,246

機械装置及び運搬具（純額） 281,320 296,637

土地 69,567 70,269

リース資産 8,679 12,300

減価償却累計額 △6,814 △6,623

リース資産（純額） 1,865 5,677

建設仮勘定 102,284 110,410

その他 159,312 164,352

減価償却累計額 △121,477 △120,318

その他（純額） 37,834 44,034

有形固定資産合計 805,215 845,778

無形固定資産

のれん 431,335 505,133

その他 405,508 417,368

無形固定資産合計 836,843 922,501

投資その他の資産

投資有価証券 246,701 244,026

長期貸付金 6,227 6,175

長期前渡金 30,432 28,496

退職給付に係る資産 1,193 4,015

繰延税金資産 54,276 55,378

その他 34,404 37,033

貸倒引当金 △426 △485

投資その他の資産合計 372,808 374,638

固定資産合計 2,014,866 2,142,917

資産合計 3,349,075 3,698,006
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 178,092 203,623

短期借入金 239,491 297,301

コマーシャル・ペーパー 113,000 183,000

1年内償還予定の社債 － 40,000

リース債務 2,224 2,718

未払費用 146,275 127,544

未払法人税等 58,115 6,218

前受金 62,476 71,667

株式給付引当金 208 －

修繕引当金 4,738 7,494

製品保証引当金 4,007 4,232

固定資産撤去費用引当金 4,445 4,176

その他 110,778 103,863

流動負債合計 923,850 1,051,836

固定負債

社債 160,000 170,000

長期借入金 253,785 368,324

リース債務 8,715 13,047

繰延税金負債 52,017 46,598

株式給付引当金 490 490

修繕引当金 5,396 3,747

固定資産撤去費用引当金 12,298 11,012

退職給付に係る負債 152,081 150,291

長期預り保証金 22,490 22,702

その他 39,139 42,132

固定負債合計 706,410 828,343

負債合計 1,630,260 1,880,180

純資産の部

株主資本

資本金 103,389 103,389

資本剰余金 79,887 79,841

利益剰余金 1,282,325 1,299,655

自己株式 △6,219 △7,424

株主資本合計 1,459,381 1,475,461

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 66,287 65,135

繰延ヘッジ損益 △341 101

為替換算調整勘定 167,225 247,649

退職給付に係る調整累計額 △5,142 △3,970

その他の包括利益累計額合計 228,029 308,915

非支配株主持分 31,405 33,451

純資産合計 1,718,815 1,817,827

負債純資産合計 3,349,075 3,698,006

　



-4-

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 1,824,751 2,040,417

売上原価 1,235,747 1,442,706

売上総利益 589,004 597,711

販売費及び一般管理費 414,948 481,390

営業利益 174,056 116,322

営業外収益

受取利息 951 2,031

受取配当金 3,506 3,654

持分法による投資利益 7,667 1,501

その他 5,787 3,213

営業外収益合計 17,910 10,399

営業外費用

支払利息 2,660 3,594

その他 5,100 11,218

営業外費用合計 7,760 14,812

経常利益 184,207 111,909

特別利益

投資有価証券売却益 14,252 7,132

固定資産売却益 852 670

受取保険金 － 1,843

段階取得に係る差益 1,700 －

特別利益合計 16,804 9,645

特別損失

投資有価証券評価損 195 1,713

固定資産処分損 5,300 5,242

減損損失 450 1,340

火災損失 － 5,561

事業構造改善費用 9,264 4,665

特別損失合計 15,209 18,521

税金等調整前四半期純利益 185,802 103,034

法人税等 43,420 36,035

四半期純利益 142,382 66,999

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,720 955

親会社株主に帰属する四半期純利益 140,662 66,043

　



-5-

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 142,382 66,999

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13,719 △947

繰延ヘッジ損益 123 442

為替換算調整勘定 40,177 79,041

退職給付に係る調整額 1,765 1,179

持分法適用会社に対する持分相当額 316 1,265

その他の包括利益合計 28,662 80,980

四半期包括利益 171,044 147,979

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 168,922 146,929

非支配株主に係る四半期包括利益 2,122 1,049
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 185,802 103,034

減価償却費 88,704 102,361

減損損失 450 1,340

のれん償却額 20,891 28,239

株式給付引当金の増減額（△は減少） △124 △208

修繕引当金の増減額（△は減少） △3,031 1,107

製品保証引当金の増減額（△は減少） 244 184

固定資産撤去費用引当金の増減額（△は減少） △1,899 △1,557

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,025 △2,117

受取利息及び受取配当金 △4,457 △5,685

支払利息 2,660 3,594

持分法による投資損益（△は益） △7,667 △1,501

投資有価証券売却損益（△は益） △14,252 △7,132

投資有価証券評価損益（△は益） 195 1,713

固定資産売却損益（△は益） △852 △670

固定資産処分損益（△は益） 5,300 5,242

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △59,185 △11,290

棚卸資産の増減額（△は増加） △57,257 △103,985

仕入債務の増減額（△は減少） 34,989 16,355

未払費用の増減額（△は減少） △10,416 △24,764

前受金の増減額（△は減少） 7,865 6,440

その他 △19,397 △11,369

小計 165,537 99,330

利息及び配当金の受取額 5,997 11,175

利息の支払額 △2,153 △3,228

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △56,697 △106,056

営業活動によるキャッシュ・フロー 112,683 1,222

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,528 △3,135

定期預金の払戻による収入 6,548 2,390

有形固定資産の取得による支出 △93,206 △110,767

有形固定資産の売却による収入 1,092 3,551

無形固定資産の取得による支出 △17,733 △15,682

投資有価証券の取得による支出 △4,392 △5,774

投資有価証券の売却による収入 17,940 9,501

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△78,894 △78,070

貸付けによる支出 △4,272 △7,667

貸付金の回収による収入 400 2,342

その他 △250 △106

投資活動によるキャッシュ・フロー △175,297 △203,416
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(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 74,154 68,920

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 28,000 70,000

長期借入れによる収入 544 130,653

長期借入金の返済による支出 △18,792 △33,909

社債の発行による収入 50,000 50,000

リース債務の返済による支出 △2,208 △2,405

自己株式の取得による支出 △409 △1,412

自己株式の処分による収入 125 208

配当金の支払額 △47,187 △48,575

非支配株主からの払込みによる収入 － 1,499

非支配株主への配当金の支払額 △2,113 △1,888

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △163

その他 △43 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー 82,071 232,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,503 13,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 26,960 43,719

現金及び現金同等物の期首残高 216,235 242,948

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

1,112 212

現金及び現金同等物の四半期末残高 244,308 286,878
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

　当第３四半期連結累計期間において、Bionova Holdings, Inc.を新たに連結の範囲に含めています。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。

（会計方針の変更）

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号。以下「時価算定会計基準適用指

針」という。)を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しています。この変更による当第３四半期連結財務諸表への影響はありません。

　


